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１ 前年度指摘事項等に対する措置等 

 

 （１）指摘事項 

該当なし  

 

  （２）監査意見 

該当なし  

 

  （３）決算審査意見 

該当なし  

 

２ 前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況 

該当なし  

 

３ 組織及び業務調べ 

 

課 名 係 ( 担 当 ) 名 課 の 主 な 所 掌 事 務 

職員人材 開発セ

ンター  

 県 、 市 町 村 、 地 方 公 共 団 体 の 組 合 及 び 特 定 地 方

独 立 行 政 法 人 の 職 員 の 資 質 の 向 上 並 び に 事 務

能 率 の 増 進 を 図 る た め の 研 修 の 企 画 及 び 実 践

に 関 す る こ と 。  

 

４ 職員の定員、現員調べ 

                                                             （平成３０年４月１日現在） 

         種 別 

  
 区 分 

事務職員 技術職員 現業職員 計  

備      考 
 

当該 
年度 

29.4.1 
現 在 

当該 
年度 

29.4.1 
現 在 

当該 
年度 

29.4.1 
現 在 

当該 
年度 

29.4.1 
現 在 

定 員 ５  ５  ０  ０  ０  ０  ５  ５   

現 員 １０  ９  ０  ０  ０  ０  １０  ９   

過不足(△) ５  ４  ０  ０  ０  ０  ５  ４  定数外  

市町村職 員研修

担当職員 ４名、

過員１名  

臨 時 職 員 ０  ０  ０  ０  ０  ０  ０  ０   

非常勤職員 ２  ２  ０  ０  ０  ０  ２  ２  事務員（ 一般事

務）２名  

 

５ 役付職員の調べ 

                                                             （平成３０年６月１日現在） 

職       名 氏     名 在 職 期 間 備    考 

 

所長  

 

塩川  信 道  

     年 

０  

     月 

２  

 

 

課長補佐  高田  育 子  １  ２   

課長補佐  田中  恭 子  ０  ２  出納員  
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６ 主な事業に関する調べ                                                                              

（単位：千円） 

事   業   名 決算(見込)額 
財  源  内  訳 

国庫支出金 その他 一般財源 

職員人材 開発セ ンタ ー費（研 修事業 ）  40,399 0 18,645 21,754 

鳥取元気プロジェクト  

元気づくり総合戦略  

（概 要） 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

「鳥取県職員の人材育成、能力開発に向けた基本方針」及び研修を受託している市町村等の基本方

針に基づいた研修を実施し、地方分権下の改革・自立と連携の実現に必要なモチベーションとスキル

を持つ職員を養成する。 

 

（イ）事業の実施状況 

県、市町村及び一部事務組合等の職員の人材育成のための研修事業を下記の体系により実施した。市町村

等からの研修ニーズを把握するため、研修に関する担当課長会議、企画運営会議等を実施した。 

 

○基礎研修（新規採用職員や各階層別に行う研修。対象者を指名して実施） 

○能力開発・向上研修（選択研修。職員自らの希望や所属長の推薦により受講） 

○自己啓発支援研修（語学、手話講座及びｅラーニング。語学、手話講座は夜間実施） 

○研修支援 

・自己啓発（通信教育、放送大学等） 

・その他（部局研修支援、研修情報提供等） 

 

【平成２９年度実績】 

対象区分 
研修数 研修延 研修修了者数（人） 

（講座） 日数（日） 対象職員別 県市町村別 

県 23 61 1,211  

合同 41 182 
1,186 2,397 

1,352  

市町村等 8 39 925 2,277 

合計 
(71) 

72 

(255) 

282 

(4,378) 

4,674 

(4,378) 

4,674 

     （注 ）（  ）内は 前年度 実績  

 

イ 平成２９年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

（ア）若 手職員 への きめ細や かな支 援の 実施  

・  新 規 採 用 職 員 に 対 す る き め 細 や か な 支 援 と し て 、 基 礎 研 修 に お い て 、 従 来 で あ れ

ば 職 場 で 共 有 さ れ て い た よ う な 県 独 自 の 文 化 、 職 場 で の 生 活 、 仕 事 の や り 方 、 勤 務

条 件 等 の 情 報 を 冊 子 に ま と め て 講 義 す る と と も に 、 相 談 窓 口 や サ ポ ー ト 体 制 を 説 明

した。  

・  価 値 観 や 考 え 方 が 違 う 新 規 採 用 職 員 等 若 手 職 員 と の ジ ェ ネ レ ー シ ョ ン ギ ャ ッ プ を

埋 め 、 適 切 に 指 導 す る 必 要 が あ る こ と を 所 属 長 等 に 理 解 し て も ら う た め 「 人 材 育 成

セミナー 」を新 規開 講した。  
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（イ）キ ャリア 形成 に関する 研修を 拡充 ・強化  

若 手 職 員 に 主 体 的 な 自 己 育 成 （ 能 力 開 発 ） を 促 す た め 、 こ れ ま で ３ １ 歳 と ４ １ 歳 で

実 施 し て い た キ ャ リ ア 開 発 の 研 修 を 新 た に 採 用 ２ 年 目 で も 実 施 す る と と も に 、 自 ら の

傾向や特 性を客 観的 に分析で きるよ う外 部機関に よる個 別診 断を活用 した。  

 

（ウ）新 たなテ ーマ 、スキル に関す る講 座の提供  

受 講 希 望 状 況 や 会 議 、 受 講 記 録 等 で 把 握 し た 職 員 ・ 職 場 の ニ ー ズ 、 受 講 者 の 反 応 、

研 修 専 門 機 関 等 か ら 収 集 し た 研 修 情 報 等 を 踏 ま え 、 能 力 開 発 ・ 向 上 研 修 の 講 座 を 再 編

成した。  

・新規及 び内容 を変 更した講 座  

分かりや すい資 料づ くり講座 、政 策形成 講 座、人 材育成 セミナ ー 、業務 改善ス キル

向上講座 、契約 事務 講座等   

 

（エ）受 講しや すい 環境の整 備  

中・西部 での開 催回 数増、各 地区で の複 数開催又 は巡回 開催 の実施に より中 ・西 部

から研修 に参加 しや すい環境 を整え た。  

 

ウ 成果及び効果 

・ 職員研修の円滑な実施について、延べ４，６７４名の職員が研修を修了し、知識の習得

や能力の向上を図った。 

 

研修者数（延べ人数）                 （単位：人） 

 

H２９ H２８ H２７ 

県  市町村 計  県  市町村 計  県  市町村 計  

基 礎 研 修  1,169 1,220 2,389 1,226 1,387 2,613 1,185 1,607  2 , 792  

能 力 開 発  

向 上 研 修  
1,175 1,027 2,202 850 855 1,705 1,088 853 1 , 941  

自 己 啓 発  

支 援 研 修  
53 30 83 36 24 60 56 20 76  

所 属 機 関  

研 修  
- - - - - - 134 26 160  

計  2,397 2,277 4,674 2,112 2,266 4,378 2,463  2 , 506  4 , 969  

 

・ 職員研修の機会等を活用した情報発信の強化について、基礎研修の機会を活用して人材

育成（成長）のロードマップと当センターが実施する職員研修の体系を示し、主体的な自

己育成を促した。また、研修終了後に実施状況のお知らせを行い、研修の様子や受講生の

感想を周知した。 

・ 研修効果の定着に向けた働きかけの強化について、全ての講座で振り返りアンケートを

実施することで、研修の効果が受講生にどのように現れているか把握するとともに、研修

内容の業務への活用や意識・行動の変化を促し、研修効果の一層の定着・向上を図ること

ができた。 

・ 関係機関との情報交換、意見交換の充実について、市町村等研修担当課長会議に加えて

研修担当者との意見交換を実施した。また、市町村等を個別に訪問し、各市町村の人材育

成上の問題点を聞き取り、研修運営上の要望や研修内容のニーズを把握した。 

・ 受講しやすい環境の整備を行うことで、能力開発・向上研修の受講者は前年比２９％増

となった。 

 

エ 課 題 

研修の受講率向上に資するため、受講希望の状況や会議、受講記録等で職場や現場のニー

ズを収集し、それにマッチした研修のあり方について検証・検討を行う。また、研修の欠席

理由として業務都合によるものが約７割を占めることから、研修の重要性を職員及び所属長

に再認識してもらい職員が研修に参加しやすい環境を整備する必要がある。 
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７ 決算調書 

別途提出  

 

８ 事業別実施状況調べ 

別途提出  

 

９ 予備費の充用調べ 

該当なし  

 

１０ 繰越関係調べ 

  （１）継続費逓次繰越調べ 

該当なし  

 

（２）繰越明許費調べ 

該当なし  

 

（３）事故繰越調べ 

該当なし  

 

１１ 収入証紙取扱額調べ 

該当なし  
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電

気
使

用
料

 
3 

18
,6
65
 

18
,6
65
 

0 
0 

 
 

目
 

計
 

 
86
,8
91
 

86
,8
91
 

0 
0 

 
 

合
 

計
 

 
24
,8
88
,5
91
 

24
,8
88
,5
91
 

0 
0 

 
 

 （
７
）
現
金
の
取
扱
状
況
 

  
 
 
ア
 
現
金
取
扱
状
況
 

該
当

な
し

 

  
 
 
イ
 
つ
り
銭
の
状
況
 

該
当

な
し

 

 １
３

 
税

外
収

入
未

済
額

調
べ

 

該
当

な
し

 

 １
４

 
未

収
金

回
収

促
進

の
た

め
の

取
組

状
況

調
べ

 

該
当

な
し

 

 １
５

 
税

外
収

入
不

納
欠

損
額

調
べ

 

該
当

な
し

 

 １
６

 
債

務
負

担
行

為
の

状
況

調
べ

 

該
当

な
し
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１
７

 
負

担
金

、
補

助
金

、
交

付
金

及
び

委
託

料
支

出
状

況
調

べ
 

（
１

）
負

担
金

 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
（

単
位
：
円

）
 

予
算
科
目
 

（
目
）
 

予
算
額
 

 

区
分
 

負
担
金
の
名
称
 

 

支
 
出
 
先
 

 

負
担
率
 

 

支
出
年
月
日
 

 

支
 出

 金
 額

 

 

支
出
の
根
拠
法
令
名
等
 

（
規
約
、
要
領
等
を
含
む
）
 

備
 
 
考
 

人
事
管
理
費
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

新
規

以
外

の
も

の
 

 
 
 

 

 
 
 
 

 

 
 

 

  

 
 

 
1
6
8
,
8
0
0
 
  

文
書

I
D
 

1
7
-
0
0
0
3
6
6
8
8
外

 

目
 
計
 

 
 

 
 

 
 

 
1
6
8
,
8
0
0
 

 
 

合
 
計
 

 
 

 
 

 
 

1
6
8
,
8
0
0
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（２）補助金 

     予算科目（人事管理費） 

        ① 国 補 分 

該当なし 

 

        ② 単 県 分 

                                              （単位：円） 

補助金等の名称 

(補助金の創設年度） 

 

 

交 付 先 

 

 

 

 

 

間 

接 

 

 

 

 

補助対象経費 

 

実施計画承認      

又は内示年月日       

着 手 

年月日 

額の確定 

年月日 

支 出 の 状 況 

 

 

備  考 

 

 

 

 

交 付 申 請 

年  月   日 

完 了 

年月日 

検   査 

年 月 日 

概算払、 

精算払 

の 別 

 

 

支  出 

年月日 

 

 

金    額 

 

 

事 業 の 内 容 

 

 

補 助 率 及 び       

補 助 金 額      

 

交 付 決 定 

年  月   日 

実績報告    

年月日   

審査・現

地調査

年月日 

自己啓発活動助

成金 

（Ｓ６３年度） 

個人１８名  

 

 

 

通信教育講

座の受講料 

放送大学の

授業料 

英語検定等

の検定料 

－ － － 精算 H29.9.20

外 

108,720 文書 

17-001

35123

外 

 

 

H29.8.21外 － － 

各種の自己啓発

活動を行った職

員に対し、その

経費の一部を助

成する。 

(補助率：1/2) 

手話関係の

み(10/10) 

H29.9.5外 － － 

単 県 分 計               108,720  

 

（２－２）補助金（他課から予算の配当替え又は令達を受けて執行したもの） 

該当なし 

 

（３）交付金       

該当なし 
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（

４
）

委
 

託
 

料
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（

単
位

：
円

）
 

予
 算

 科
 目

 

（
目
）
 

    

国
補
 

単
県
 

の
別
 

   

委
託
料
の
名
称
 

     

 委
託
契
約
の
 

 相
手
方
 

    

当
 
 
初
 
 
契
 
 
約
 

入
札
等
 

年
月
日
 

(契
約
保
証
金
納

付
等
年
月
日
) 

完
  
  
了
 

年
 月

 日
 

 

支
  
出

  
の

  
状
  
況

 
 

備
  

考
 

    

予
定
価
格
 

 

(契
 約

 年
 月

 日
) 

契
 約

 額
 

契
 
約
 

期
 
間
 

 

支
出
 

区
分
 

  

 

支
  
出
 

年
月
日
 

  

 

金
  
  

額
 

   

変
 更

 契
 約

 （
 最

 終
 )
 

履
行

検

査
年

月

日
 

 

 
 

 

(契
 約

 年
 月

 日
) 

契
 約

 額
 

契
 
約
 

期
 
間
 

契
約
形
態

 

 

人
事

管
理

費
 

   

単
県

 

   

職
員

研
修

に
関

す
る

業
務

委
託

 

 

（
一

社
）
日

本
経

営
協

会
 

  

5,
98
6,
34
0 

 

（
H2
9.
4.
3）

 

5
,
6
7
0
,
7
0
0
 

H2
9.
4.
3～

 

H3
0.
2.
7 

H2
9
.3

.
23
 

(
免

除
)
 

2
9
.
4
.
3
外

 

 

精
 

   

29
.5
．
26

外
 

  

5
,
6
7
0
,
7
0
0
    

文
書
ID

 

17
-0
02
66
13
6 

各
業
者
の
研
修
プ

ラ
ン
・
研
修
内
容

等
を
調
査
し
た
結

果
、
当
該
業
者
の

研
修
内
容
が
当
セ

ン
タ
ー
の
研
修
目

的
を
達
成
す
る
た

め
に
最
も
適
し
て

い
た
た
め
 

 
 

 

（
H2
9.
5.
18
）
 

5
,
6
7
0
,
7
0
0
 

H2
9.
4.
3～

 

H3
0.
2.
7 

随
 

2
9
.
4
.
2
6

外
 

人
事

管
理

費
 

   

単
県

 

   

職
員

研
修

に
関

す
る

業
務

委
託

 

 

（
学

）
産

業

能
率

大
学

 
4,
62
6,
54
0 

（
H2
9.
4.
3）

 

4
,
0
8
2
,
2
2
0
 

H2
9.
4.
3～

 

H2
9.
10
.1
2 

H2
9
.3

.
23
 

(
免

除
)
 

2
9
.
4
.
1
0

外
 

精
 

   

29
.5
．
23

外
 

  

4
,
0
5
5
,
2
2
0
    

文
書
ID

 

17
-0
01
84
25
8 

各
業
者
の
研
修
プ

ラ
ン
・
研
修
内
容

等
を
調
査
し
た
結

果
、
当
該
業
者
の

研
修
内
容
が
当
セ

ン
タ
ー
の
研
修
目

的
を
達
成
す
る
た

め
に
最
も
適
し
て

い
た
た
め
 

 
 

 

（
H2
9.
10
.1
9）

 

4
,
0
5
5
,
2
2
0
 

H2
9.
4.
3～

 

H2
9.
10
.1
2 

随
 

2
9
.
4
.
1
8

外
 

人
事

管
理

費
 

   

単
県

 

   

職
員

研
修

に
関

す
る

業
務

委
託

 

 

（
株

）
ピ

ー

エ
イ

チ
ピ

ー
研

究
所

 

2,
31
4,
18
0 

 

（
H2
9.
4.
10
）
 

2
,
3
1
4
,
1
8
0
 

H2
9.
4.
10
～
 

H2
9.
10
.3
1 

H2
9
.4

.
5
 

(
免

除
)
 

2
9
.
5
.
1
0

外
 

 

精
 

   

29
.6
．
2 

外
 

 

2
,
6
7
4
,
1
4
0
    

文
書
ID

 

17
-0
01
93
52
0 

各
業
者
の
研
修
プ
ラ

ン
・
研
修
内
容
等
を

調
査
し
た
結
果
、
当

該
業
者
の
研
修
内
容

が
当
セ
ン
タ
ー
の
研

修
目
的
を
達
成
す
る

た
め
に
最
も
適
し
て

い
た
た
め
 

 
 

 

（
H2
9.
10
.1
0）

 

2
,
6
7
4
,
1
4
0
 

H2
9.
4.
10
～
 

H2
9.
11
.7
 

随
 

2
9
.
5
.
2
2

外
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人
事

管
理

費
 

   

単
県

 

   

職
員

研
修

に
関

す
る

業
務

委
託

 

 

ソ
フ

ト
ブ

レ

ー
ン

・
サ

ー

ビ
ス

（
株

）
 

2,
44
1,
93
0 

 

（
H2
9.
5.
29
）
 

2
,
4
4
1
,
9
3
0
 

H2
9.
5.
29
～
 

H2
9.
10
.4
 

H2
9
.5

.
17
 

(
免

除
)
 

2
9
.
7
.
4
外

 

 

精
 

   

29
.8
．
24

外
 

  

2
,
4
4
1
,
9
3
0
  

文
書
ID

 

17
-0
01
76
92
3 

各
業
者
の
研
修
プ

ラ
ン
・
研
修
内
容

等
を
調
査
し
た
結

果
、
当
該
業
者
の

研
修
内
容
が
当
セ

ン
タ
ー
の
研
修
目

的
を
達
成
す
る
た

め
に
最
も
適
し
て

い
た
た
め
 

 
 

 

 
 

随
 

2
9
.
8
.
7
外

 

人
事

管
理

費
 

   

単
県

 

   

職
員

研
修

に
関

す
る

業
務

委
託

 

 

（
株

）
話

し

方
教

育
セ

ン
タ

ー
 

2,
33
8,
01
1 

 

（
H2
9.
10
.1
6）

 

2
,
3
3
8
,
0
1
0
 

H2
9.
10
.1
6～

H2
9.
12
.2
2 

H2
9
.9
.
28
 

(
免

除
)
 

2
9
.
1
0
.
3
1

外
 

精
 

   

29
.1
2．

21

外
 

  

2
,
3
3
8
,
0
1
0
    

文
書
ID

 

17
-0
02
30
10
6 

各
業
者
の
研
修
プ

ラ
ン
・
研
修
内
容

等
を
調
査
し
た
結

果
、
当
該
業
者
の

研
修
内
容
が
当
セ

ン
タ
ー
の
研
修
目

的
を
達
成
す
る
た

め
に
最
も
適
し
て

い
た
た
め
 

 
 

 

 
 

随
 

2
9
.
1
2
.
1
3

外
 

上
記
の
外
、
契
約
額

が
25
0
万
円
未
満
の

も
の
 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

8
,
5
6
4
,
6
6
0
 
予

定
 

県
民
課
に
配
当
替

（
41
0,
40
0）
、
東

京
本
部
に
配
当
替

（
21
6,
00
0）

含
む
 

目
 
 
計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

2
5
,
7
4
4
,
6
6
0
 

 

合
 
 
計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

2
5
,
7
4
4
,
6
6
0
 

 

  
  
（
４
－
２
）
委
託
料
（
他
課
か
ら
予
算
の
配
当
替
え
又
は
令
達
を
受
け
て
執
行
し
た
も
の
）
 

該
当

な
し

 

 １
８
 
工
事
請
負
費
調
べ
 

該
当

な
し

 

 １
８
－
２
 
工
事
請
負
費
調
べ
（
他
課
か
ら
予
算
の
配
当
替
え
又
は
令
達
を
受
け
て
執
行
し
た
も
の
）
 

該
当

な
し
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１
９
 
財
産
に
関
す
る
調
べ
  

  
（
１
）
公
有
財
産
 

  
  
  
  
ア
 
土
 
地
 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 
 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

（
平

成
３

０
年

２
月

２
８

日
現

在
）
 

行
政
・
普

通
財
産
の
 

区
 
分
 

機
関
名
又
は
 

施
設
名
等
 

 

所
 
在
 
地
 

  

前
 
年
 
度
 
末
 

本
 
年
 
度
 
異
 
動
 
状
 
況
 

本
 
年
 
度
 
末
 

備
 考

 

 

 

面
積
 

（
㎡
）
 

価
額
 

（
円
）
 

増
減
 

別
 

異
動
日
 

 

面
積
 

（
㎡
）
 

価
額
 

（
円
）
 

増
減
理
由
 

 

登
 
記
 

年
月
日
 

面
積
 

（
㎡
）
 

価
額
 

（
円
）
 

行
政
 

財
産
 

行
政

財
産

 
鳥

取
市

玄
好

町

2
0
9
番

地
 

1,
85
4.
24
 

1,
00
5,
59
2 

増
加
 

 H
 

 
 

 
H 

1,
85
4.
24
 

1,
00
5,
59
2 

  
減
少
 

 H
 

 
 

 
H 

計
 

 
 

1,
85
4.
24
 

1,
00
5,
59
2 

 
 

 
 

 
 

1,
85
4.
24
 

1,
00
5,
59
2 

 

合
 
計
 

 
 

1,
85
4.
24
 

1,
00
5,
59
2 

 
 

 
 

 
 

1,
85
4.
24
 

1,
00
5,
59
2 

 

 

イ
 
建
物
 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 
 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

（
平

成
３

０
年

２
月

２
８

日
現

在
）
 

行
政
・
普

通
財
産
の
 

区
 
分
 

機
関
名
又
は
 

施
設
名
等
 

 

所
 
在
 
地
 

  

前
 
年
 
度
 
末
 

本
 
年
 
度
 
異
 
動
 
状
 
況
 

本
 
年
 
度
 
末
 

備
 考

 

 

 

面
積
 

（
㎡
）
 

価
額
 

（
円
）
 

増
減
 

別
 

異
動
日
 

 

面
積
 

（
㎡
）
 

価
額
 

（
円
）
 

増
減
理
由
 

 

登
 
記
 

年
月
日
 

面
積
 

（
㎡
）
 

価
額
 

（
円
）
 

行
政
 

財
産
 

研
修

所
本

館
 

鳥
取

市
玄

好
町

2
0
9
番

地
 

1,
40
6.
13
 
26
8,
39
6,
90
0 

増
加
 

 H
 

 
 

 
H 

1,
40
6.
13
 
26
8,
39
6,
90
0 
  

減
少
 

 H
 

 
 

 
H 

自
転

車
小

屋
 

鳥
取

市
玄

好
町

2
0
9
番

地
 

19
.6
2 

1,
94
2,
00
0 

増
加
 

 H
 

 
 

 
H 

19
.6
2 

1,
94
2,
00
0 
 

減
少
 

 H
 

 
 

 
H 

 

計
 

 
 

1,
42
5.
75
 
27
0,
33
8,
90
0 

 
 

 
 

 
 

1,
42
5.
75
 
27
0,
33
8,
90
0 

 

合
 
計
 

 
 

1,
42
5.
75
 
27
0,
33
8,
90
0 

 
 

 
 

 
 

1,
42
5.
75
 
27
0,
33
8,
90
0 

 

 

  
 ウ

 
山
林
 

該
当

な
し
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 エ 不動産売却等 

該当なし 

 

 オ 財産の交換 

該当なし 

 

 カ 動 産（船舶、浮標、浮桟橋、浮ドック、航空機） 

該当なし 

 

 キ 物 権 

該当なし 

 

 ク 無体財産権（特許権、著作権、商標権、実用新案権等） 

該当なし 

 

 ケ 有価証券 

該当なし 

 

 コ 出資による権利 

該当なし 

 

 （２）金券類の受払状況 

    ア 金券の受払状況 

                                     （平成３０年２月２８日現在） 

種     別 

 

前年度末 

 

本 年 度 中 本年度末 

 

備  考 

 受 入 額 払 出 額 

 

郵便切手及び郵便はがき 

      円 

26,340 

円 

8,200 

円 

12,322 

         円 

22,218 

 

 

 

収入印紙 

 

0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収入証紙 

 

0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

タクシークーポン券 

 

0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鉄道バスプリペードカード 

 

0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合  計 

 

26,340 

 

8,200 

 

12,322 

 

22,218 

 

 

 

    イ タクシーチケットの受払状況 

                                                                                     （平成３０年２月２８日現在） 

前年度末未使用枚数 

 

本  年  度  中 本年度末未使用枚数 

 購 入 枚 数       使用枚数及び金額 

                      75枚 

 

                       0枚 

 

                       5枚                       70枚 

                    5,780円 
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（３）基 金 

該当なし 

 

 （４）債 権 

                                     （平成３０年２月２８日現在） 

債権の名称 

 

 

前 年 度 末 

 

本 年 度 中 本 年 度 末 

 

 

備 考 

 

増 減 

金 額 件数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 

 

行政財産使用料 

         円 

22,701 

 

1 

       円 

0 

 

0 

      円 

22,701 

 

1 

        円 

0 

 

0 

 

 

合    計 22,701 1 0 0 22,701 1 0 0  
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２
０

 
財

産
の
貸

付
け
及

び
使

用
許

可
調

べ
 

 
 
（
１
）

土
地
及

び
建
物

 

 
 
 
  

 ア
 
土
 

地
 

該
当
な
し

 

  
 
 
  

 イ
 
建
 

物
 

行
政
・
普

 

通
財
産
の

 

区
分
 

貸
 

 
 付

 

(
使
用

許
可

) 

目
 
  

的
 

 

所
 
在

 
地
 

 

数
 量

 

又
 は

 

面
 積

 

貸
 
 
付

 

(
使
用

許
可

) 

年
 月

 日
 

当
初
貸
付

 

(
使
用

許
可

) 

年
 月

 日
 

貸
 
 
付
 

(使
用
許
可
) 

期
 
 
間
 

  
貸

付
（

使
用

）
料

（
円

）
 

 
貸

付
（

使
用

許
可

）
先
 

 

備
  
 
考
 

 

単
価
 

 

 本
年

度
の
 

 
貸

付
(使

用
)
料

 

住
 
 
 
所
 

氏
 
 
 
名
 

行
政
財
産

 
自

動
販

売
機

設
置

 

職
員
人
材
開
発
セ
ン
タ
ー
 

２
階

ロ
ビ

ー
 

 

（
鳥
取
市
玄
好
町
２
０
９
）
 

 
ｍ

2
 

1
.
4
0
 

 

 

H
2
5
.
4
.
1
 

 

H
2
0
.
4
.
1
 

H2
5.
4.
1～

 

H3
0.
3.
31
 

月
額
・
年
額
 

2
2
,
70
1 

 2
2
,
70
1 

鳥
取

市
緑

が
丘

２
丁

目
 

６
６

７
－

１
４
 

(
株

)戸
信
 

 

計
 

 
 

 
 

 
 

 
2
2
,
7
0
1
 

 
 

 

合
計
 

 
 

 
 

 
 

 
2
2
,
7
0
1
 

 
 

  
 
（
２
）

物
品
（

１
品
の

取
得

価
格

が
１

０
０

万
円

以
上

の
も
の

及
び
寄

附
受
納

時
の
評

価
額
が

１
０
０

万
円
以

上
の
も

の
）

 

該
当
な
し

 

 ２
１

 
借

受
不
動

産
明
細

調
べ
 

該
当
な
し

 

 ２
２

 
職

員
住
宅

及
び
職

員
駐

車
場

の
管

理
状

況
調

べ
 

該
当
な
し

 

 

２
３

 
寄

附
物
件

の
受
納

状
況

調
べ
 

該
当
な
し
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２４ 備品の処分状況調べ 

                                              

品   名 

(規格・銘柄) 

 

 

数 

量 

 

 

(保管換年月日) 

取得年月日 

 

 

耐 

用 

年 

数 

取得価格 

 

 

 

不  用 

決  定 

年月日 

 

不 用 

とする 

理  由 

 

処                 分 備 考 

 

 

 

売払 

棄却 

の別 

売払方法・ 

棄却理由 

 

処  分 

年月日 

 

売払額・ 

処分費用 

 

 

映写映像機器 

（ＭＰ－７００） 

 

1 

 

H16.4.19 

年 

５ 

      円 

771,750 

 

H29.10.27 

 

光量の

低下そ

の他不

具合が

生じ使

用に耐

えず修

理も困

難なた

め 

 

棄

却 

 

機器の更

新に伴い、

落札者に

現有機を

引き取り

させるも

の 

 

H29.11.1 

     円 

 

 

 

 

合  計 

 

 

 

 

 

 

771,750 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 

 

 

 

 

２５ 現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ 

  （１）現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ                                                                                   

該当なし 

 

  （２）物品の照合 

                                                                                    

照合年月日 現物確認できなかった物品 現物が確認できなかった物品名 個  数 
29年7月13日 ・有    ・○無    

 

２６ 貸付金等状況調べ 

該当なし 
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　２７　平成２９年度　研修計画と実績調べ

研修期間 研修回数

（日） （回） 計画（人） 実績（人）

基礎研修 県 7 1

体験研修Ⅰ（現場視察・災害時等
の対応）

県 2 2

体験研修Ⅱ（民間企業・福祉施設
等）

県 3 1

フォロー研修 県 2 1

県 1 2 99 94

県 1 2 87 75

県 1 2 67 53

県 1 3 108 88

県 3 1 29 25

県 1 3 118 90

Ⅰ（県単独） 県 2 3

Ⅱ（県・市町村等合同） 合同 1 6

県 1 2 113 96

Ⅰ（県単独） 県 1 2

Ⅱ（県・市町村等合同） 合同 1 5

Ⅰ（県・市町村等合同） 合同 2 4

Ⅱ（県単独） 県 1 1

県 2 2 36 30

県 2 1 11 10

基礎研修 市町村 3 2

フォロー研修 市町村 3 1

市町村 2 3 159 151

市町村 1 3 163 154

市町村 1 3 127 106

市町村 2 2 69 53

Ⅰ（市町村等単独） 市町村 2 4

Ⅱ（県・市町村等合同） 合同 1 6

Ⅰ（市町村等単独） 市町村 2 3

Ⅱ（県・市町村等合同） 合同 1 5

新任課長級研修 Ⅰ（県・市町村等合同） 合同 2 4 113 92
人数は市町村のみ
計上

合同 2 4 244 230

合同 1 5 201 182

合同 1 3 123 106

合同 2 1 25 21

合同 1 6 235 217

合同 1 2 66 64

合同 1 3 130 119

合同 1 1 46 41

合同 2 1 16 8

県 2 1 5 5
鳥取県5名、
島根県5名

合同 1 2 70 67

合同 2 1 24 22

合同 1 3 60 52

合同 1 2 80 71

合同 1 1 23 20

プレゼンテーション講座

折衝・調整力向上講座

クレーム対応講座　～ハードクレーム対応～

基
礎
研
修

政
策
形
成
能
力
の
開
発
・

向
上

図書館に学ぶ！１ランク上の情報収集講座

情報収集・分析力基礎講座

地域資源のブランド化講座 

鳥取県・島根県若手職員交流セミナー

人数はⅠのみ計上

合
同

若手職員研修（行政法）

105 97 人数はⅠのみ計上

新任係長研修 124

課長級「人間力向上研修」

部次長級「人間力向上研修」

市
町
村
等
職
員
研
修

新規採用職員研修 210 204

課長級昇任前ステップアップ研修

能
力
開
発
・
向
上
研
修

新規採用職員研修 116 115
人数は基礎研修
のみ計上

採用２年目職員研修

区分 研修名
研修対
象職員

研修状況
摘要

人数はⅡのみ計上

116

新任課長補佐級研修

新任課長補佐級研修

論
理
的
思
考
力

の
開
発
・
向
上

ロジカルシンキング＆コミュニケーション講座 

問題発見・解決力向上講座

わかりやすい資料づくり講座

採用２年目職員研修（法律の基礎）

採用３年目職員研修

採用５年目職員研修

中堅職員研修

新任係長研修

県
職
員
研
修

新任課長級研修

中堅職員社会体験研修

採用３年目職員研修Ⅰ

キャリアビジョン研修Ⅰ

キャリアビジョン研修Ⅱ

係長級昇任前ステップアップ研修

管理職のためのマスコミ対応力向上講座　～危機発生時に記者会
見で失敗しないために～

人数はⅠのみ計上

課長補佐級昇任前ステップアップ研修

政策形成講座

コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ

ン
能

力
の
開
発
・
向
上

上手に気持ちを伝えるコミュニケーション力向上講座　～アサー
ティブコミュニケーションの活用～

人数は基礎研修
のみ計上

152 117

82 71

163 140 人数はⅠのみ計上
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研修期間 研修回数

（日） （回） 計画（人） 実績（人）

区分 研修名
研修対
象職員

研修状況
摘要

県 1 3 106 102

合同 1 2 61 58

合同 1 3 68 57

合同 0.5 2 122 99

合同 0.5 2 105 92

合同 0.5 1 72 62

合同 1 2 100 90

合同 1 4 145 131

合同 1 1 44 34

合同 1 2 64 53

合同 1 2 50 38

合同 1 2 145 125

合同 1 2 82 69

県 1 1 57 52 部分受講可

県 1 1 36 33 部分受講可

県 1 1 55 50 部分受講可

合同 1 1 65 60

合同 1 2 80 76

合同 1 1 52 45

合同 2 1 41 31 部分受講可

合同 2 1 17 15

合同 1 1 14 13

県 5 1 4 4

合同 12 1 16 8

合同 10 1 9 8

合同 7 1 17 12

合同 9 3 32 23

合同 11 3 19 12

県 3ヶ月 6 7 5

合同 - - 33 15

170 5,317 4,674

1,365 1,211

1,156 1,017

2,796 2,446

○意見、要望等

　 なし

OJT指導力向上講座　～仕事を通じた部下育成のスキルアップ～

管理・監督職員のためのメンタルヘルス講座　～健康で活力ある
職場づくりのために～

人
材
育
成
、

人
事
管
理
能
力
の

開
発
・
向
上

新採サポーター研修

コーチング講座

eラーニング（地方自治・地方公務員・地方税財政）

通信教育講座

上
記
の
内
訳

県職員を対象とした研修

市町村職員を対象とした研修

県職員及び市町村職員を対象とした研修

民法講座

係争解決入門講座　～住民とのトラブルを起こさないために～

特
定
課
題

現場で学ぶ「地域の課題解決力向上」講座

自
己
啓
発
支
援
研
修

韓国語講座（初級）

中国語講座（初級）

財務３表の読み方講座

県庁の実務講座Ⅰ（議会対応、業務のチェックポイント）

条例の見方・読み方講座

よくわかる政策法務講座（理論編）

能
力
開
発
・
向
上
研
修

業務改善支援研修

ロシア語講座（初級）

語
学
講
座

自治体法務講座　～自治体職員に必要な法的基礎知識～

手
話
講
座

手話講座（入門編）・ステップ１

手話講座（入門編）・ステップ２

県庁の実務講座Ⅱ（広報･情報発信､予算､情報公開･個人情報保
護）

県庁の実務講座Ⅲ（健康管理、人事､組織）

法
務
能
力
の
開
発
・
向
上

合計

人材育成セミナー　～イマドキ若手職員の育成とは？～

業
務
の
専
門
性
の
向
上

契約事務講座

イクボス・ファミボス研修・実践編Ⅲ

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
能
力
の
開

発
・
向
上

仕事の進め方講座　～若手職員のための仕事の効率アップ術～

業務カイゼンスキル向上講座　～ムリ・ムダ・ムラのない職場を
目指して～

危機管理講座　～組織的マネジメントと事例からみる危機管理対
策～

チーム力を高める実践マネジメント講座

プレイングマネジャーのための実践マネジメント講座
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